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令和３年９月１７日 
統 合 幕 僚 監 部 

 
令和２年度自衛隊の災害派遣及び不発弾等処理実績について 

 
 

１ 全般  

令和２年度の災害派遣の派遣件数は 531 件、総活動人員は延べ約 43 万人で

した。そのうち、主要な災害派遣としては、①新型コロナウイルス感染症の水

際対策強化に係る災害派遣、②新型コロナウイルス感染症の市中感染対応に係

る災害派遣、③令和２年７月豪雨に係る災害派遣、④特定家畜伝染病（鳥イン

フルエンザ）に係る災害派遣を実施しました。 

また、不発弾等処理の実績については、陸上において発見された不発弾等の

処理件数は 1,194 件、処理重量は約 22 トン、海上における機雷の処理個数は 2

個、処理重量は約 1.0 トン、海上におけるその他の爆発性危険物の処理個数は

466 個、処理重量は約 2.6 トンでした。 

 

２ 令和２年度の大規模な災害派遣  

（１） 新型コロナウイルス感染症に係る災害派遣（水際対策強化、市中感染対応） 

新型コロナウイルス感染症に関して、政府として国内における感染拡大を

防止するため、現地活動人員延べ約 8,700 人により、欧州、米国、東南アジ

ア、南アジア、ロシア、中東、中南米、アフリカ等からの航空便により到着

した帰国者・入国者に対し、水際対策強化のための支援（検疫支援、輸送支

援、生活支援）を実施しました。  

また市中感染対応に係る災害派遣では、現地活動人員延べ約 3,700 人によ

り教育支援等を計 35 都道府県で実施しました。 

（２）令和２年７月豪雨に係る災害派遣 

７月３日（金）以降、梅雨前線の影響で、九州を中心に記録的な大雨とな

り、河川の氾濫、浸水被害、土砂災害などの被害が発生したため、現地活動

人員延べ約 61,000 人により、人命救助、道路啓開、生活支援などを実施しま

した。 

（３）特定家畜伝染病（鳥インフルエンザ）に係る災害派遣 

１１月～２月の間、計 28 件の鳥インフルエンザに係る災害派遣要請を受

け、現地活動人員延べ約 34,000 人により鶏の殺処分を実施しました。 
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１ 災害派遣
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令和２年度に実施した主要な災害派遣

件 名
現地活動人員
（延べ）

時 期 活動地域 活動内容等

新型コロナウイルス感染症の水
際対策強化に係る災害派遣

約８,７００人
３月28日（土）～
5月31日（日）

・千葉県
・東京都
・愛知県
・大阪府

・検疫支援
・宿泊療養者に対する緊急支援
・輸送支援 等

新型コロナウイルス感染症の市
中感染対応に係る災害派遣等

約３，７００人
３月２９日（日）
～継続中

計３５都道府県
・教育支援
・医療支援
・輸送支援 等

令和２年７月豪雨に係る災害派遣 約６１,０００人
7月4日（日）
～8月7日（土）

・熊本県
・福岡県
・大分県
・山形県等

・人命救助
・道路啓開
・生活支援 等

特定家畜伝染病（鳥インフルエ
ンザ）に係る災害派遣

約３４，０００人
11月5日（木）
～2月1４日（日）

・香川県
・三重県
・千葉県
・宮崎県等

殺処分 等

新型コロナウイルス市中感染対応 鳥インフルエンザ対応新型コロナウイルス水際対策 令和２年７月豪雨

４

鳥インフルエンザ対応

※一般命令、官庁間協力による教育支援を含む



５

災害派遣活動人員数の推移

令和２年度は、延べ活動人員約４３万人をもって災害派遣活動に従事
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H30:約119万人
（７月豪雨等）

H23:約1,074万人
（東日本大震災等）H6:約157万人

（阪神・淡路大震災等）

昭和 平成 令和

（人）

H28:約85万人
（熊本地震等）

Ｒ2:約４３万人
（令和２年７月豪雨等）

R1:約106万人
（東日本台風等）



災害派遣件数（活動種類別）の推移（過去１０年間）
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新型コロナウイルス関連（一般命令、官庁間協力による
教育支援含む）９７件
鳥インフルエンザ、豚熱対応：３０件 等

２年度
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※
※ 新型コロナウイルス関連の活動として、一般命令、官庁間協力による教育支援も含めた件数

※

※



■ 令和２年度総件数： ３４９件

例年同様、島しょ地域の多い県（沖縄

県、鹿児島県及び長崎県）からの要請の

占める割合が大

① 急患輸送実績

７

海自ＵＳ－２による患者搬送 陸自ＣＨ－４７による患者搬送

２年度 ２年度



８

■ 令和２年度総件数 ： ３３件

近傍火災の件数は例年通り。山林火災の

件数は減少

② 消火活動実績

取水中の陸自ＣＨ－４７ 陸自ＣＨ－４７による上空からの散水

２年度



③ 捜索救助実績

区分 件数 要請元 種 類 主な活動部隊

都道

府県
３件

宮城県知事

北海道知事
行方不明者捜索

第２２即応機動連隊（多賀城）

第１１旅団司令部（真駒内）

第２８普通科連隊（函館）

海上

保安庁
４件

第二管区

第八管区

第十管区

・行方不明者捜索

・遭難船舶捜索

第３航空隊（厚木）

舞鶴地方総監部（舞鶴）

舞鶴警備隊（舞鶴）

舞鶴水中処分隊（舞鶴）

第１航空隊（鹿屋）

令和２年度の要請機関別実績 ： ７件

■ 令和２年度総件数：７件

例年に比し、捜索救助支援の

件数は減少

行方不明者捜索 行方不明者捜索

９

２年度



２ 不発弾等処理

１０



陸上において発見された不発弾等処理実績の推移

１１

■ 全 国： 処理件数 １，１９４件、処理重量 約２２トン
○ 記録のある昭和５０年度以降、戦後の時間経過に伴い、処理件数・処理重量
ともに減少

○ 平成以降、全体としての年間あたりの処理件数は概ね一定
■ 沖 縄： 処理件数 ５１０件、処理重量 約１３トン
○ 記録のある昭和５０年度以降、沖縄県では処理件数及び処理重量ともに減少
○ 処理件数及び処理重量ともに沖縄県の全国に占める割合が大きく、令和２年度は
処理件数の約４３％、処理重量の約５８％

（件） （トン）
※ 昭和４９年度以前の記録なし ※ 昭和４９年度以前の記録なし

不発弾等処理件数の推移 不発弾等処理重量の推移
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処理重量の推移（沖縄） 処理重量の推移（全国）

全国：約22トン

沖縄：約13トン

沖縄（処理重量） 沖縄以外（処理重量）
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① 機 雷：処理個数 ２個、処理重量 約１．０トン
○ 記録のある昭和５０年度以降、戦後の時間経過に伴い、処理個数は年度ごと異なる
が、処理重量は減少傾向
○ 平成２１年度、２７年度、３０年度及び令和元年度以外は、毎年度処理実績あり

② その他の爆発性危険物（魚雷、爆雷、爆弾、砲弾等）：処理個数４６６個、処理重量約２．６トン
○ 処理重量は、阪神・淡路大震災の港湾復旧作業時に大量の爆発性危険物が発見された
平成７～８年度をピークとして、平成９年度以降は低い水準で推移
○ 処理個数は、年度による変動が大きく、港湾工事において大量に発見されるケース
（１８年度：舞鶴西港）があり、２８年度に横須賀港の工事において大量の砲弾等を発見
以来減少傾向

海上における機雷等処理実績の推移

１２
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※ 平成７～８年度は、阪神・淡路大震災の港湾復旧作業において砲弾等が大量に発見されたため、処理重量が大
※ 平成１８年度は、舞鶴西港の浚渫工事において、旧軍小火器弾が大量に発見されたため、処理個数が大
※ 昭和４９年度以前の記録なし ※ 平成１１年度以前の処理個数に関する記録なし

処理個数 処理重量

（個）
1,074トン 94,448個

昭和 平成 令和

① 機雷の処理個数及び重量の推移

４６６個
約２．６ トン

２個
約１．０ トン

水中爆破の状況

② その他の爆発性危険物の処理個数及び重量の推移


